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項　　　目 注　　　記　　　事　　　項

⑵　法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

　9　 持分法損益等
　　　に関する注記

法定実効税率
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目
受取配当金等永久に益金に算入されない項目
事業分量配当金
評価性引当額の増減
その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金および現金同等物）の範囲は、貸借対照表上の「現金」
ならびに「預け金」中の当座預け金、普通預け金および通知預け金です。

 10　 キャッシュ・
　　　フロー計算書に
　　　関する注記

27.7

0.4
△4.2
△12.6
0.2
0.4

11.9

％　
　
％　
〃　
〃　
〃　
〃　

〃　

　関連法人等に対する投資の金額
　持分法を適用した場合の投資の金額
　持分法を適用した場合の投資利益の金額

　関連法人等に持分法を適用した場合の投資損益等は次のとおりです。
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238
3

百万円
　〃　
　〃　

　7　 退職給付に
　　　関する注記

　8　 税効果会計に
　　　関する注記

213
19
663
24
5

206
16

1,148
△664
484

△902
△93
△1

△998
△514

百万円
　 〃　
　 〃　
　 〃　
　 〃　
　 〃　
　 〃　
　 〃　
　 〃　
　 〃　

　
百万円
　 〃　
　 〃　
　 〃　
　 〃　

繰延税金資産
　退職給付引当金超過額
　賞与引当金超過額
　相互援助積立金超過額
　未払事業税
　役員退職慰労引当金超過額
　支払奨励金の未払利息
　その他
繰延税金資産小計
評価性引当額
繰延税金資産合計　　（Ａ）
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金
　繰延ヘッジ損益
　外債未収利息
繰延税金負債合計　　（Ｂ）
繰延税金負債の純額　（Ａ）＋（Ｂ）

⑴　繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等

⑵　人件費には、厚生年金保険制度および農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体
職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特
例年金給付等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金を含めて計上しております。

　　なお、当年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金の額は、13百万円となっております。
　　また、存続組合より示された令和２年3月現在における令和14年3月までの特例業務負担金の将来見込額
は、161百万円となっております。
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利益総括表

事業純益

（注）「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年金融庁・農林水産省告示第２号）に基づき算出して
　　　おります。

（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）

最近の5事業年度の主要な経営指標
（単位：百万円、口、人、％）

項　　　目
経 常 収 益
経 常 利 益
当 期 剰 余 金
出 資 金
（ 出 資 口 数 ）
純 資 産 額
総 資 産 額
貯 金 等 残 高
貸 出 金 残 高
有 価 証 券 残 高
剰 余 金 配 当 金 額
普 通 出 資 配 当 額
後 配 出 資 配 当 額
事 業 分 量 配 当 額

職 員 数
単 体 自 己 資 本 比 率

平成30年度
19,856
5,275
4,381
43,010

8,602,087
109,015
1,781,063
1,637,677
91,798
590,552
2,671
623
179
1,868
128
18.13

平成29年度
19,944
4,164
3,485
43,010

8,602,123
104,335
1,724,392
1,591,358
95,074
546,788
2,306
623
179
1,504
138
21.23

平成28年度
18,290
4,499
3,672
43,010

8,602,125
116,445
1,652,788
1,519,919
88,606
508,757
2,200
623
179
1,397
135
22.72

令和元年度
17,893
4,191
3,692
43,010

8,602,087
106,411
1,791,949
1,651,392
92,746
543,807
2,702
623
179
1,899
121
16.81

令和２年度
16,608
3,791
3,388
43,010

8,602,087
118,323
1,827,029
1,675,755
100,269
587,413
2,715
623
179
1,912
134
16.31

損益の状況

3,299

△ 34

2,172

5,437

0.32

△ 1,068

△ 53

118

△ 1,003

△ 0.06

資　金　運　用　収　支

役　務　取　引　等　収　支

そ　の　他　事　業　収　支

事 　 業 　 粗 　 利 　 益

（事　業　粗　利　益　率）

（単位：百万円、％）

項　　　目 令和２年度

4,367

19

2,054

6,441

0.38

令和元年度 増　　減

（　　　） （　　　） （　　　）
（注）１．資金運用収支＝資金運用収益－（資金調達費用－金銭の信託運用見合費用）
　　　２．役務取引等収支＝役務取引等収益－役務取引等費用
　　　３．その他事業収支＝その他事業収益－その他事業費用

４．事業粗利益＝資金運用収支＋役務取引等収支＋その他事業収支
５．事業粗利益率＝事業粗利益／資金運用勘定平均残高×１００

3,532

3,553

2,068

2,358

△ 813

△ 792

△ 912

△ 925

（単位：百万円）

項　　　目 令和２年度

4,346

4,346

2,980

3,284

令和元年度 増　　減

（注） １．事業純益＝事業収益ー（事業費用－金銭の信託運用見合費用）－一般貸倒引当金繰入額
２．実質事業純益＝事業純益＋一般貸倒引当金繰入額
３．コア事業純益＝実質事業純益－国債等債券関係損益
　　国債等債券関係損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。

事 業 純 益

実 質 事 業 純 益

コ ア 事 業 純 益

コア事業純益（投資信託解約損益を除く）

財

　務

　諸

　表

損
益
の
状
況
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資 金 運 用 勘 定

う ち 預 け 金

う ち 有 価 証 券

う ち 貸 出 金

資 金 調 達 勘 定

う ち 貯 金 ・ 定 積

う ち 譲 渡 性 貯 金

う ち 借 用 金

経 費

資 金 調 達 原 価 率

総 資 金 利 ざ や

項　　　目
令和２年度

平均残高

1,698,499

1,058,424

545,352

94,375

1,691,319

1,645,827

20,150

25,295

利　息

12,288

5,806

5,566

911

9,103

9,099

3

－

利回り

0.723

0.549

1.021

0.965

0.538

0.553

0.018

0.000

0.651

0.072

平均残高 利　息 利回り

－

－

－

－

1．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率
　資金調達原価率＝（資金調達費用＋経費－金銭の信託運用見合費用）／（資金調達勘定平均残高－金銭の信託運用見合額） × 100
　資金調達費用＝貯金利息＋譲渡性貯金利息＋売現先利息＋債券貸借取引支払利息＋借用金利息＋金利スワップ支払利息
　　　　　　　　＋その他支払利息（支払雑利息等）
　資金調達勘定平均残高＝貯金＋譲渡性貯金＋売現先勘定＋債券貸借取引受入担保金＋借用金＋その他（貸付留保金、従業員預り金等）

2．資金運用勘定の｢うち預け金｣の利息には、受取奨励金および受取特別配当金が含まれております。
3．資金調達勘定の「うち貯金･定積」の利息には、支払奨励金が含まれております。
4．資金調達勘定計の平均残高および利息は金銭の信託運用見合額および金銭の信託運用見合費用を控除しております。

（注）

（単位：百万円、％）

1,883

令和元年度

1,697,858

1,060,044

548,291

89,163

1,678,001

1,631,038

20,662

26,209

13,697

6,436

6,321

935

9,369

9,363

4

－

0.809

0.609

1.156

1.052

0.560

0.576

0.024

0.000

0.684

0.125

2,094

（単位：百万円）

受 取 利 息

う ち 預 け 金

う ち 有 価 証 券

う ち 貸 出 金

支 払 利 息

う ち 貯 金 ・ 定 積

う ち 譲 渡 性 貯 金

う ち 借 用 金

差　引

令和２年度増減額項　　　目

△ 1,409

△ 630

△ 754

△ 24

△ 265

△ 264

△ 1

－

△ 1,143

令和元年度増減額

△ 2,644

△ 1,019

△ 805

△ 815

△ 921

△ 919

△ 0

△ 0

△ 1,723
1．増減額は前年度対比です。
2．受取利息の｢うち預け金｣には、受取奨励金および受取特別配当金が含まれております。
3．支払利息の「うち貯金･定積」には、支払奨励金が含まれております。
4．支払利息計の増減額は金銭の信託運用見合費用控除後の支払利息の増減額です。

（注）

資金運用収支の内訳

受取・支払利息の増減額

損
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